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1 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金につい

て

内閣府関係

1 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について、地

方自治体が臨時的に必要な新型コロナウイルス感染拡大防止や経済

対策等を行うことができるよう、継続して交付し、地域経済や住民

生活を守るために必要とされる額を確実に措置するとともに、各地

方自治体の実情を踏まえて、柔軟で弾力的な運用を行うこと

また、交付する際には、今後も都市自治体に直接交付すること。

【背景、理由】

令和2年5月、地域の実情に応じ、経済対策や感染防止等を推進するため、

「新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交付金」が創設された。

令和3年4月には、緊急事態宣言に伴って全国的に影響を受ける事業者を支

援するため、臨時交付金の特別枠として、臨時交付金（事業者支援分）が創設

されたが、 この特別枠の臨時交付金は、都道府県にのみ直接交付することとさ

れた。

これに対して、令和3年6月、指定都市市長会を通じて、指定都市に対し、

臨時交付金の追加的な直接交付を速やかに行うよう強く要請し、その結果、令

和3年8月に、市町村に対しても直接交付されることとなった。

これまでに、全体として99． 1億円の臨時交付金を活用して、経済対策や

感染防止等に対応してきた。

今後も引き続き、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、必

要な財政措置を確実に行うこと、 また、地域経済や住民生活に最も密接な都市

自治体に直接交付することが必要と考える。

ユ里

望匡

【実現による効果】

・ 新型コロナウイルス感染症の影響が長期間に及ぶ中、地域経済や住民生活を守る

ために必要な財政措置を行い、感染拡大防止と社会経済活動の両立を図ることで、

感染拡大防止、雇用の維持と事業の継続、経済活動の回復の効果が期待できる。

． また、地域経済や住民生活に最も身近な都市自治体に直接交付することで、地域

の実情に応じた、事業者支援や市民生活を守るための支援を速やかに行うことが可

能となる。
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2特別自治市制度の確立について

総務省関係

1 大都市が地域の総合的な行政主体としての役割を果たすため、特

別自治市制度の実現を図ること

【背景、理由】

地方自治法の施行から70年以上が経過し、 この間地方分権改革の推進や市

町村合併等により、広域自治体と基礎自治体の役割は大きく変化している。基

礎自治体優先の原則の下、住民がより良い行政サービスを受けられるようにす

るためには、大幅な事務・権限と税財源の移讓により真の分権型社会を実現す

る必要がある。

一

現行の指定都市制度は65年前に、暫定的に導入されたものであり、人口減少や

少子・高齢化、社会資本の老朽化などの課題や圏域全体の活性化・発展のけん引役

として指定都市が求められる役割に十分に対応できる制度にはなっていない。

市を廃止、道府県にまとめる特別区制度は「大都市地域における特別区の設置に

関する法律」により制度化されている一方で、市に全ての権限・財源をまとめる

「特別自治市」制度は存在しないため、選択肢が不均衡であることから法的整備

を求めるもの。

●

これまで継続して国へ提言してきたが実現していない。指定都市市長会では昨

年11月に多様な大都市制度実現プロジェクトを設置し、特別自治市制度の法制化

に向けて議論を深めているところである。

‐

【実現による効果】

効率的かつ機動的な大都市経営が可能になり、行政コストの削減や適切に行

政ニーズに応えられることで住民サービスの向上につながる。

現場力を有する特別自治市が広域にまたがる業務を近隣自治体と連携し、地

域の実情に応じた施策を展開することで、圏域全体の発展・活性化につながる。

また、道府県は大都市を中心とした圏域以外の市町村の補完・支援に重点化で

きる。

各地方の拠点となるべき大都市が自由度の高い政策を実施することで、東京

一極集中から多極分散への転換が実現し、地方全体ひいてはわが国全体の活性

化につながることも期待される。
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3 自治体DXの推進等について

デジタル庁関係

1 自治体の情報システム標準化・共通化について、 「ガバメントクラ

ウド」や標準仕様準拠システムは、自治体デジタル．トランスフォー

メーション (DX)推進計画において示されたスケジュールに沿っ

て自治体が遅滞なく対応できるよう十分な内容の情報を提供するこ

と。

2 標準化は市町村から政令指定都市まで幅広い自治体が対象となっ

ているため、政令指定都市ならではの業務要件にも対応できるよう

考盧すること。また､標準化対象1 7業務以外の情報システムついて

も、財政措置を講ずること。

3 自治体の行政手続きのオンライン化について、法人からの許認可

申請等の行政手続きについても、個別認証を利用した汎用的電子申

請を可能とするシステムを整備し、すべての自治体に提供すること。

また、使用料や手数料の納付を伴う行政続きについて、二次元コー

ドや電子マネーなどのキャッシュレス決済機能を実装し、申請から支

払いまで一元的に対応できるシステムを整備すること。

一

【背景、理由】

自治体の情報システムの標準化・共通化について、示されたスケジュール

では、標準仕様の確定後にシステムベンダーによるシステム開発、 自治体に

よるBPR (ビジネス・プロセス・ リエンジニアリング） 、両者によるデー

タ移行・試験等の工程があるが、移行期限は令和7年度末と、非常にタイト

なスケジュールとなっている。

さらに、 BPRの具体的内容がシステムの機能に大きく左右されること、シス

テム開発はデータ移行が全国ほぼ同時期に行われることによるシステムベンダ

ーのマンパワー不足が懸念されることから、標準仕様については、必要十分な

機能を備えるとともに、可能な限り早期に提示されることが望まれる。

指定都市は、行政区を有しており、業務環境が一般の市町村とは異なることや、

人口数に比例した大量の処理が求められることから、これらに対応するための仕組

み等が必要となる。また、標準化対象外の情報システムに関しても、システム間連

携機能の見直しなど、費用発生が見込まれる。

行政手続きのオンライン化については、個人向けには、マイナンバーカードを利

用したぴったりサービスの活用を推進しているが、法人向けとしては、認証の仕組

みとしてGビズIDが提供されているものの、自治体での活用事例は少ない状況で
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ある。自治体は個人、法人の区分なく行政手続きのオンライン化を進める必要があ

ることから、法人に関しても汎用的な仕組みが望ましい。また、手数料を伴う手続

きのオンライン化については、手数料の決済方法が課題となっている。

【実現による効果】

・ システムベンダーを含めた早期の体制整備が可能となり、限られたスケジ

ュールの中、移行作業の検討・準備・システム間調整等の時間が十分に確保

できることから、安全で、確実な移行に繋がるもの。

･標準仕様として、政令市の業務により近い機能を取り入れたパッケージが提

供されると、標準システムと現行システムの機能の差が少なくなり、それは

導入費用の低減につながるもの。

． 幅広い行政手続きのオンライン化を早期に廉価で実施することにより、市

、及び行政事務の効率化につながるもの。民サービスの向上

一

須一可
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4特別教室等への空調整備事業について

文部科学省関係

1 異常気象への対応、また、 「三密」回避のための特別教室等への空

調整備事業に対し、 「ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金」と

同水準の財源を確保するとともに、配分基礎額を増額すること。

【背景、理由】

・ 近年の災害ともいえる異常気象の猛暑に起因する健康被害の発生状況等を

踏まえ、本市では、児童生徒等の健康を守るための熱中症対策として特別教室

等への空調整備は重要な課題のひとつと認識している。

、 新型コロナウイルス感染拡大の影響が長期化している状況においても､特別

教室等を活用した分散授業の実施方法等について検討しており、喫緊の課題の

一つが特別教室等への空調整備であると認識している。

・ 本市では､全小中学校の普通教室の空調について令和2年6月から使用を開

始したところであるが、このための空調整備事業費は約54億円（本市歳出決

算額ベース）に及んだ。

、 本市の試算では、特別教室等への整備を進めるためには、普通教室への整備

と同等以上の事業費が必要となるため、国による「ブロック塀．冷房設備対応

臨時特例交付金」並みの財源措置が必要である。

・ 空調整備の補助制度である「学校施設環境改善交付金」は工事費の1／3が

交付対象となっているが､配分基礎額が実際にかかる工事費よりも低く抑えら

れているため、実質は工事費の1／5程度しか交付が見込めない。

‐

一

【実現による効果】

・ 普通教室のみならず面積のより大きな特別教室等へも空調整備を進めるこ

とで、猛暑に起因とする児童生徒等の健康被害の発生を抑え、熱中症対策が

可能となるだけでなく、 「三密」を避けるための多様な教室運用も可能にな

るものと考える。

． 「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた学校教育活動等の実施にお

ける「学びの保障」の方向性について（通知） （2文科初第265号令和

2年5月15日） 」にも記載されているとおり、新型コロナウイルス対策を

徹底したうえでの「学びの保障」が可能となる。
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5 GIGAスクール構想の実現について

文部科学省関係

1 学習用端末整備完了後における機器の保守管理及び端末更新に係

る費用について、継続的かつ十分な財政支援を行うこと。

ICT支援員の増員や教職員の研修など、 日常的にICTを活用

できる体制の強化を図ること。

【背景、理由】

GIGAスクール構想の下で整備された「1人1台端末」及び「高速大容量

の通信環境」を活用した新しい学びが本市においても令和3年度よりスタート

しており、 9月からは新型コロナウイルス感染症に関する緊急時に限っている

が、端末の持ち帰りを可能とするなど利活用の幅が広がっている。

型込

一方で、 「1人1台端末」実現後、将来生じることが明らかな費用負担など、

地方自治体の財政に与える影響は大きく、 このことは、多数の児童生徒及び学

校施設を抱える本市にとっても大きな課題であり、本構想を持続可能なものと

していくためには、国による継続的かつ十分な支援措置が不可欠である。

国においては令和3年度予算において「GIGAスクールサポーター配置促

進事業」を創設したが、 「GIGAスクール構想」をより充実したものとする

ためには、学校現場での支援（機器メンテナンスや教職員のスキルアップ等）

が不可欠である。いわゆるICT支援員を配置し、学校や個々の教職員の実態

に応じた研修や授業支援等を実施することで、 ICT活用指導力の向上を図る

ことができる。そのために、令和4年度以降も継続的な財政支援が必要である。

へ

【実現による効果】

教育におけるICTを基盤とした先端技術等の効果的な活用がなされる。

緊急時における全ての児菫生徒の学びの機会の確保や、多様な児童生徒を誰

一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを持続的に実現できる。
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6地域公共交通の確保について

国土交通省関係

1 バス路線の維持については、人口減少。高齢化社会において、安

全かつ利便性の高い公共交通サービスを安定的に確保するため、地

域公共交通の特性を踏まえた効果的で実効性のある財源支援につい

て、財源のあり方も含めて検討すること。

【背景、理由】

路線バスは、市民の暮らしを支える重要な交通手段であり、将来にわたって

維持する必要があるものの、モータリゼーションの進展により、利用者が大き

く減少し、多くの路線で廃止・減便が行われている。 こうした中、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響により、利用者がさらに減少し、路線の維持は危機

的状況となっている。

岡山市では、利便性の高い公共交通サービスを安定的に提供することを目的

に、 「利便性の向上」 と 「経営の安定化」の2つの観点から、各種施策を検討

し、令和2年6月に地域公共交通網形成計画を策定した。

この計画に基づき、 「バス路線再編」 、 「都心の運賃値上げ」 、 「高齢者・

障害者の運賃割引」に取り組むこととしており、 この中で、 「高齢者・障害者

の運賃割引」については､半額とする割引分をすべて本市で負担することにし、

令和3年10月1日より開始している。

こういったバス路線の維持に向けた行政から事業者への支援に対し、国から

の財政支援を検討していただきたい。

へ

【実現による効果】

路線バス利用者の負担軽減とともに、事業者の経営改善を行うことで、利便

性の高い、持続可能なバス路線の実現が可能となる。

一
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7河川整備の着実な推進について

国土交通省、財務省関係

1 将来にわたる気候変動の影響を踏まえ、治水安全度の緊急的な向

上のための対応が急務となっており、事前防災の観点から河川整備

の着実な推進を図るため、十分な予算措置を講ずること。

【背景、理由】

近年、気候変動による影響が顕在化し、平成30年7月豪雨、令和元年東日本

台風、令和2年7月豪雨など毎年、豪雨災害が相次いでいる。ひとたび河川が

破堤すると、市民の生命・財産など社会経済に甚大な影響を与え、復旧には

多大な費用が発生することとなるため、治水安全度の緊急的な向上のための

対応は急務である。令和元年6月に変更された旭川水系河川整備計画（国管

理区間）には河道整備や旭川中上流ダム再生事業が位置付けられており、既

に事業化されているが、事業期間は20年程度と比較的長期にわたることか

ら、河川整備の着実な推進を図るため継続的に十分な予算措置を講ずる必要

がある。

＝里

【実現による効果】

旭川の整備により、平成30年7月豪雨と同規模の洪水を安全に流下させる

ことが可能となり、岡山市中心部などの氾濫域の治水安全度向上が図られ

る。

へ
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